
（10）こころの健康科学研究  

分野名   疾病・障害対策研究分野   

事業名   こころの健康科学研究経費   

主管部局（課室）   
社会一援護局障害保健福祉部企画課  

（執行機関 国立精神・神経センター）   

運営体制   
精神分野→障害保健福祉部精神・障害保健課  

神経分野→健康局疾病対策課   

関連する「第3期科学技術基本計画」における理念と政策目標（大目標、中目標）  

理念   健康と安全を守る   

大目標   生涯はつ盲っ生活ザ子どもから高齢者まで健康   

中目標   国民を悩ます病の克服   

な日本を実現  

1．事業の概要  
（1）第3期科学技術基本計画・分野別推進戦略との関係  

こころの発達と意志伝達機構並びにそれらの障害の解明  

精神・神経疾患、感覚器障害、認知症、難病等の原因解明と治  

療の研究開発  

重要な研究開発課題  

2010年までに、精神疾患、神経・筋疾患について、細胞治療、  

創薬等を活用した治療法の開発に資する病態の詳細や、原因  

遺伝子といった疾患の原理を理解する。  

2010年までに、神経工学・再生医学を適用した神経疾患の治  

療法の知見を集積する。  

2010年までに地域における自殺率を減少させる介入方法及び  

自殺未遂者の再発率を減少させる介入方法を開発する。  

2015年までに、精神疾患、神経・筋疾患について、細胞治療、  

遺伝子治療、創菜等を活用した治療法について研究を行い、  

臨床応用が検討される段階まで到達する。  

研究開発目標  

2015年頃までに、脳と心の病気の治療につながる知見や老化  

機構に関する知見を得て、保育、教育、子育て支援、医療、  成果目標  

介護への応用を  

戦略重点科学技術の   ライフサイエンス分野 臨床研究、橋渡し研究   
該当部分   

精神疾患等に対応した、疾患診断法、創薬や再生医療、個人の  

「研究開発内容」のうち、     特性に応じた医療等の新規医療技術の研究開発などについて、   

本事業との整合部分   国民へ成果を還元する臨床研究・臨床への橋渡し研究を強化す  

る   

推進方策   
臨床研究者■臨床研究支援人材の確保と育成、成果に関する国  
民理解の促進等   

（2）イノベーション25（社会還元加速プロジ工クト）との関係（該当部分）  

イノベーション25  1．生涯健康な社会  社会還元加速プロジ工ク 上に該当するか否か。  
（3）革新的技術戦略との関係（該当部分）二該当なし  
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（4）型掌技塾里査との関係（該当部分）‥該当なし  

（5）事業の内容（新規・一部新規・   

高い水準で推移する自殺問題・患者数が急増しているうつ病一統合失調症・社会的関心の  

高い外傷後ストレス障害・ひきこもり等の思春期精神保健の問題・自閉症やアスペルガー症  

候群等の広汎性発達障害等こころの健康に関わる問題と、筋萎縮性側索硬化症＝パーキンソ  

ン病等の神経・筋疾患に対して、疫学的調査によるデータの蓄積と解析を行い、心理・社会  

学的方法、分子生物学的手法、画像診断技術等を活用し、病因・病態の解明、効果的な予防■  
診断・治療法等の研究1開発を推進する。うつ病については、地域における自殺率の減少及  

び救急部門における自殺再発率の減少を目標に、戦略研究を実施している。  

（6）平成21年度における主たる変更点  

研究開発の強化充実と、思春期の精神疾患に  21年度は、うつ対策の一層の進展にかかる   

関する早期介入に関する研究の強化充実を図ることとしている。  

（7）他府省及び厚生労働省内での関連事業との役割分担  

障害保健福祉総合研究事業との関係について   

こころの健康科学研究事業は精神医学に関する事項を担当し、障害保健福祉総合は障害者  

福祉サービスに関する事項を担当している。  

（8）予算額（単位  ）
1
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（9）19年度に終了した研究課題で得られた成果  

【精神分野】  

広汎性発達障害（PDD）及び注意欠陥多動性障害（ADHD）において、脳機能障害の検  
出に有用な検査法を非侵襲脳計測であるMRI■MEG・EEG等を用いて開発した。  
重い精神障害を持つ人々の地域生活を支える包括型地域生活支援プログラム（ACT）の日  

本における定着可能性を検討するために実証的研究を行い、入院率の低下、就労率や患者  
満足度の向上等の有効性が示唆された。  

心神喪失者等医療観察法制度における専門的医療の向上のためのモニタリングに関する  

研究を行い、医療観察法対象者の基礎情報、指定医療機関における治療期間や治療内容、  
退院に際しての住居の確保、社会復帰における連携状況等に関する情報を収集、解析す  
るシステムを構築し、関係機関にフィードバックし、被害者支援や自殺に関する対策な  
ど制度実施に関する示唆を得た。  

地域における自殺率の20％減少と、自殺未遂者の再発率の30％減少を目標に自殺対策の  

ための戦略研究を進めており、自殺対策に向けた政策の具体的手法の確立を図っている。  

【神経分野】  

ライソゾーム酵素欠損症へのケミカルシャペロン療法の開発に取り組み、GMトガングリ  

オシドーシスモデルマウスヘのN－オクテルー4－エビーβ－バリエナミン（NO巨〉）投与で、早  

期治療により神経症状の進行が軽減することが分かった。  

神経変性疾患におけるSiRNAの遺伝子治療の開発に取り組み、SiRNAをビタミンEで修飾  

することにより、血液脳関門を超えるSiRNA非ウイルスベクターを開発した。  

・筋萎縮性側索硬化症に対する肝細胞増殖因子（HGF）による治療の開発に取り組み、動物  

実馬剣こよる有効性と安全性の確立が進んだ。  

弧発型Aし5；の病因にADAR2活性の低下によるGluR2のRNA編集異常が密接に関わること  
を見いだし、このメカニズムに基づく治療薬の候補物質を得た。  

を  筋ジストロフィー犬に対して骨髄問質細胞から筋前駆細胞を誘導し遺伝子導入  
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うえ細胞を移植する細胞移植治療の開発が進展した。  

・片頭痛が視床下部に始まり、大脳皮質の感受性冗進により前兆を起こし、硬膜及び周辺   
で血管性頭痛を起こしていることが明らかにされた。  

・HTLV－1プロテアーゼ阻害剤によるHAM治療法の開発ならびにHAM発症予防に関する研究   

において、アスパラギン酸化合物よりHTL〉－1特異的プロテアーゼ阻害剤のスクリーニン  

グを行い、更に構造の分子モデリングを通じて分子の一部の構造変換を行い、強い酵素   
阻害活性を持つ物質を得た。また、HTLV－1蛋白が産生されたときのみルシフェラーゼを  

産生する細胞培養システムを樹立し、ウイルス感染価定量法を開発した。HAM疾患モデル   

としてHAM発症感受性ラットを樹立し、発症機序の解析を行った。  

・デュシェンヌ型筋ジストロフィーの治療として、ジストロフィン遺伝子のエクソン20を  

欠失したDMD患者にエクソン19のスキッビングを誘導するアンチセンスオリゴヌクレオ  

チドを点滴静注する治療を行い、エクソン19のスキッピングを有効に誘導すると共に、   

ジストロフィンの発現を確認した。  

プリオン病の日本初の画期的治療法であるベントサンボリサルフェート脳室内持続投与療  

法（PPS療法）をプリオン病患者に実施し、安全に治療を施行したが、治療効果について   

はさらなる検討が必要である。プリオン感染干渉現象を培養細胞で再現し、治療法に結び   

つく可能性のある成果を得た。  

・骨髄問質細胞からの神経並びに筋細胞の選択的誘導と骨髄問質細胞に∨＝L遺伝子を鱒定   

の処理後導入すると、神経細胞へ特異的に分化誘導できることを示した。また、サイト   

カイン刺激及びNotch遺伝子の導入により筋芽細胞、筋衛星細胞、筋管細胞が誘導され   

ることが分かり、パーキンソン病・筋ジストロフィーヘの自家移植治療法の開発につな   

がる知見を得た。  

2．評価結果  

（1）研究事業の必要性   

我が国の精神疾患患者数は300万人を超え、また年間の自殺死亡者は約3万人で推移  
している。また、思春期のひきこもり・問題行動など、心の問題と関連する社会問題もク  

ローズアップされている。このように、「精神疾患」は、統合失調症等はもちろんのこと、  
うつ病、神経症、ストレス性障害、発達障害等、非常に広範かつ深刻な問題にまで及んで  

いる。これらの問題の特性として、病因分析、診断法、治療法から社会的な取組に至るま  

で、幅広い視野での研究が不可欠となってきている。   

また、筋萎縮性側索硬化症、パーキンソン病、免疫性神経疾患等の神経■筋疾患につい  

ても、心理・社会学的方法、分子生物学的手法、画像診断技術等を活用し、病因・病態の  

解明、効果的な予防、診断、治療法等の研究■開発を推進する必要がある。   

これらの精神・神経に関する研究については臨床施策の場での具体的な応用に向け、一  

体的な企画・進行管理を行ってい〈必要がある。  

（2）研究事業の効率性   

行政的なニーズの把握に加え、学術的な観点からの意見を踏まえて、本省の企画立案に基  

づき、真に研究実施が必要な課題について研究課題の公募を行い、既に実施している課題と  

重なりのないよう研究実施に努めている。また、事前評価委員会及び中間・事後評価委員会  

において専門的な評価を行い、成果が期待される課題の採択を行っている。研究途中であっ  

ても成果が期待できない課題については必要な指導助言を行い、さらに必要と判断された場  

合は中止することとしている。研究費の配分については、研究内容に基づき必要額を査定し  

て配分している。   

このように、真に必要な課題を実施し、研究費額についても必要額とし、研究成果の着実  
な達成を確保するよう努めており、効率的な事業運営が図られているところである。  
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（3）研究事業の有効性   

事前評価委員会及び中間・事後評価委員会において最新の研究動向をふまえた専門的な  

評価（書面及びヒアリング）を行い、適切な研究計画の採択と、研究の進捗管理、助言等を  

行っている。また、若手研究者の育成にも努めており、研究の活性化も併せて図られている。   

研究による成果は、「精神障害者地域移行推進特別対策事業」「精神科救急体制整備事業」  

等の政策立案に反映されたほか、「今後の精神保健福祉のあり方等に関する検討会」等の資  

料として活用されるなど、成果が直ちに行政施策に反映されている。  

（4）その他：特になし   

3．総合評価   

精神t神経疾患は、患者数が多く、また深刻な障害の原因となりうることから、国民の健  

康問題として重要なものとなっている。本研究事業は、これらの疾患について、病因・病態  

の解明、画期的な予防・診断・治療法等の研究開発等を行うものとして、平成14年度から  

既存研究事業の発展的な再編のうえ発足したものである。   

精神疾患の研究については、一般の身体疾患に比べて、疫学調査等の心理・社会学的手法、  

分子生物学的手法及び画像診断技術等の最先端バイオ・メディカル技術等の活用が十分でな  

い面があり、これらの研究開発を進める必要がある。また、海外では一流の医学雑誌に精神  

疾患の治療に関する臨床疫学研究が多く発表されるようになっており、世界的にも注目され  

る分野となっている。本研究事業でも研究結果が臨床の向上をもたらすことが期待できるよ  

うな現場に近い内容での臨床研究を進める必要がある。うつ病に着目した自殺対策のための  

戦略研究はわが国におけるこの分野の取組として重要であり、引き続き着実な実施が必要で  

ある他、臨床疫学研究の一層の推進を図るべきである。   

これまでの研究成果は学術的な成果として発表され、本分野の研究の進展に寄与している  

のはもちろんのこと、随時行政施策に反映され、こころの健康問題や精神疾患、神経・筋疾  

患対策の充実に貢献してきている。   

神経疾患の研究については、世界をリードする内容となっており、特に筋ジストロフィー  

の研究については臨床試験を開始しており、医療への貢献のため一層の進展が必要である。  

引き続き、病態の詳細・原因遺伝子等、疾患の原理を理解するための研究を進展させるため  

に、解明された病態に基づいて、更に細胞治療、再生治療、創薬等、治療法の開発について  

研究を行い、臨床応用が検討される段階まで到達を目指すことが重要である。   

こころの健康科学研究は広い範囲を対象とするものであるから、優先度の高い課題を適切  

に選定して効率的に推進することが重要であり、現在でも、行政的なニーズに学術的な観点  

を加えて企画運営委員会において公募課題を決定し、応募された課題について事前評価の上  

採択し、実施した課題について中間・事後評価等を実施しているが、これらの評価システム  

をより有効に活用することが必要である。  
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4．参考（概要図）  

こころの健康科学研究事業  

う つ 病  
精神分野   

精神疾患に関する臨床研究を推  
進することにより、精神療法等の  
有効性を検貢正する。また、発達障  
害者の実態把握、診断方法・治療  
方法に関する研究を進める。  

神経分野   

当該分野の遺伝子・蛋白解析等の  
分子生物学的手法を用いた病態解  
明をすすめるとともに、治療法の開  
発について、基礎から動物実験、  
臨床に至る道筋をつける。  

※自殺対策  

統合失調症  

神経難病  

児童患吾期精神疾患   

ストレス関連疾患  
神経症   

PTSDや触法精神医療、引きこも   
りなど、新たな行政課題に対応す   

るためのエビデンスの構築を行う。  

新たな行政課題への対応  
研究データの集積  

ACT等モデル的医療の開発  
これまでの研究成果  

筋ジストロフィーの治療法開発  

画像診断等による疾病診断技術の開発  パニック障害の治療ガイドライン作成  

発達障害の効果的な支援方法の関東  等  

＜Ⅳ．健康安全確保総合研究分野＞  

健康安全確保総合研究分野は、「地域医療基盤開発推進研究」、「労働安全衛生総合研究」、  

「食品医薬品等リスク分析研究」及び「健康安全・危機管理対策総合研究」の各事業から構  

成されている。   
食品医薬品等リスク分析研究は、「食品の安心・安全確保推進研究」、「医薬品・医療機  
器等レギュラトリーサイエンス総合研究」及び「化学物質リスク研究」からなる。   

（11）地域医療基盤開発推進研究  

健康安全確保総  

地域医療基盤開   

医政局総務課  

医政局内、総務  

開発振興課と調   室）           合 

研究分野  分野名  

発推進研究事業  事業名  

主管部局  
課、指導課、医事課、看護課、歯科保健課、研究  

整しつつ事業実施  
運営体制  

関連する「第3期科学技術基本計画」における理念と政策目標（大目標、中目標）  

安全が誇りとなる国一世界－  

暮らしの安全確保   健康と安全を守る  
安全な国・日本を実現   大目標  

中目標  
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1．事業の概要  

（1）第3期科学技術基本計画・分野別推進戦略との関係  

・科学的評価に基づいた統合・代替医療‡∃  

嗣発課題  ・医療の安全の推進、医療の質の向上と信  

開発   

・2010年までに、国内外で行われている紺  

内容や経済学的評価を調査し、その把摘  

・2010年までに、現代西洋医学との併用に  

たり、新たな効果を示す統合医療の例萎  

摩 フ1に  ・2010年までに、医療安全に関する管理伺  

療の質の評価体系について案を示す。  

・2010年までにヒューマンエラーなどが発  

に対して、ヒューマンセンタードデザイ  

IT機器の導入による影響を把握する。  

：2015年頃までに、医療の安全、質及び信  

より質の高い効率的な医療サービスを指  

■2015年頃までに、ヒュ→マンエラー等が  

技に対する、ヒューマンセンタードデザ  

たIT機器の導入により、事故の未然閻   

に向けた研究開発  

重要な研究院  言頼の確保に関する研究  

医療について、その  

屋をする。  

リ、その効果を高め  

を示す。  

研究開発目‡  本制の充実に資する、  医  

しやすい部門や手技  

ンの視点で開発された  

頼の確保等を通じた、  

是供する。  

成果目標  しやすい部門や手  

ンの視点で開発され  

方止を図る。  

塾軽重畠重要抜歯の  
該当部分  

臨床研究・臨床への橋渡し研究   

・早期に実用化を狙うことができる研究成果、革新的診断・治療   

法や、諸外国で一般的に使用することができるが我が国では未  
「研究開発内容」のう  

ち、本事業との整合部分  
・、lこJて こ の医薬品等の使用につながる橋渡し研究・臨床研究・治験  

（2）研究推進や承認審査のための環境整備  

（3）安全の確保のためのライフサイエンスの推進  

（4）成果に関する国民理解の促進  

（5）医療におけるITの活用  

推進方策  

（2）イノベ…ション   

イノベーション25  

会還元加速プロジ工クト）との関係（該当部分）  25（社会  

実
 
 

1．生涯健康な社会  

2．安全・安心な社会  

3＿ 多様な人生を送れる社会  

多様な人生を送れる社会形成  

高齢者■有病者・障害者への先進的な在宅医療  
社会量産型塵プロジ壬  

クモに該当するか否か。  の
 
 

荏
又
 
 
 

（3）草薮坦技塾塾埠との関係（該当部分）：該当なし   

（4）科学珪廼堕重との関係（該当部分）：該当なし  

〔吐華革里些寧 
、＿＿【【1，＿」   

労働集約型サービスである医療サービスの分野は、人口の少子  高齢化において、医療  
ニーズの多様化・高度化に適切に対応するため、よリー層の省力化と効率化した医療提供  

体制の構築と良質の医療サービスの提供、また、医学・医療技術や情報通信技術の進歩等  
を活用して、時代の要請に応じた効率的な医療システムを構築し、豊かで安心できる国民  
生活の実現が求められている。  

羊のため、良質な医療を合理的・効率的に提供する観点から、既存医療システム等の評  
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価研究、医療安全体制確保に関する研究、根拠に基づく医療に関する研究、医療に対する  

信頼確保に係る研究を推進する。  

（6）平成21年度における主たる変更点  

「安心と希望の医療確保ビジョン」において課題となっている医師の勤務環境の改善、医  

療関係職種間の業務分担と協働、在宅医療の推進、救急医療の充実及び遠隔医療の推進と  

いった課題について公募するとともに、「社会保障国民会議中間報告」や「安心と希望の医  

療確保ビジョン」で指摘された地域医療の基盤が脅かされる要因となっている医師不足・  

萎縮医療等を解決し、また、地域密着型医療を促進するための研究は、短期間に着実に成  

果を出し、施策に反映させる必要があることから、指定型研究として実施し、行政施策に  

確実に反映させていくこととする。  

（7）他府省及び厚生労働省内での関連事業との役割分担：特になし   

（8）予算額（単位：百万円）  

（9）19年度に終了した研究課題で得られた成果   

医療を効率的に提供するための医療システムの構築、医療安全体制の確保を進めるため  

盤研究、医療提供体制の基礎となる技術の開発等を重点的に実施し、その研究成果を医療  

に反映することができた。  

2．評価結果  

（1）研究事業の必要性   

安全で良質な医療を受けることはすべての国民の希望であり、その提供は国の重大な責務  

である。医療技術の高度化が進む中、適切な情報収集と提供、先端医療技術の評価等が国民  

から求められており、このような研究の進展は社会的なインパクトが極めて大きく、研究を  

進める意義は大きい。   

なお、本研究事業と密接な関係を持つ医療提供体制の改革については、経済財政諮問会議  

において、「経済財政改革の基本方針2008」（平成20年6月）として方針が示されるととも  

に、第169回通常国会において、福田総理より「5つの安心プラン」の中で重要施策として  

示されたところである。  

（2）研究事業の効率性  

・現在、医療事故の発生に伴う医療訴訟が、年間1000件ほどあるが、医療安全確保の研究   

や医療システム構築に係る研究の進展等によって、医療の質が向上し医療事故の発生が減   

少すれば、医療事故によって死亡する等の患者が減少し、極めて大きな効果を国民が享受   

することが期待される（米国のデータによると有効性の高い電子システムの開発一導入に   

よって重篤な薬剤事故の50％以上が削減可能であり、大幅な医療費の削減に繋がる可能   

性が示唆される）。  

・また、患者の保険証認証をネットワークで行うことのできるシステムを研究t開発するこ   

とにより、従来まで当該認証業務に要したコスト（約800億円／年）を削減することが可   

能となる。  

・複数の医療機関を受診する際に、紙ベースによる診療情報共有のために発生する重複診療   

のコスト（約3000億円／年、年間総医療費の1％）を、電子署名基盤を利用した医療機   
関関連連携システムの研究・開発によリー定程度削減することが可能となる。  

災害医療においては、災害時における救急医療体制  の確立によって救命される患者が増加   
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することが期待され、国民の安全・安心が確保されるという社会的利益も大きい。   

このような研究とその成果に対する経済的な試算は現時点では困難であるが、生命の危険  

にさらされ、不安を抱えた患者にとって、適切な医療資源の投入による治療成績の向上や医  

療に対する信頼の向上はかけがえのないものであり、国民全体にとって大きな効果をもたら  

すものと考えられる。  

（3）研究事業の有効性   

これまでも、救急医療をはじめとした適切な医療の提供や医療事故等の予防等に有効性が  

高い技術、基準、マニュアル等の開発を進めてきた。今後ともこうした取り組みを推進する  

とともに、研究成果が臨床や医学教育の現場で活用されることにより、医療水準の確保のみ  

医療を担う人材育成にも貢献する体制を進めていく。  でなく   

（4）その他：特になし   

3．総合評価  

地域医療基盤開発推進研究事業の成果は、今後の制度設計に資する基礎資料の収集・分析  
（医療安全、救急医療）、良質な医療提供を推進する具体的なマニュアルや基準の作成（E  

BM、医療安全、医療情報技術、看護技術）などを通じて、着実に医療政策に反映されてい  

る。良質な医療提供体制の整備については、既存の医療体制の評価研究や新たな課題（医療  

安全等）の解決を図る研究などを推進する本研究の充実は不可欠である。  

4．参考（概要図）  

106   



（12）労働安全衛生総合研究  

分野名   健康安全確保総合研究分野   

事業名   労働安全衛生総合研究経責   

主管部局（課室）   労働基準局安全衛生部計画課   

運営体制   労働基準局安全衛生部計画課の単独運営   

関連する「第3期科学技術基本計画」における理念と政策目標（大目  標、中目標）  

亮念   健康と安全を守る   

大目標   安全が誇りとなる国   

中目標   暮らしの安全確保  

1．事業の概要  

（1）第3期科学技術基本計画・分野別推進戦略との関係  

1．医薬品・医療機器、組換え微生物、生活▼労働環境の・戻  

重要な研究開発課題  評価等の研究開発  

2．こころの発達と意思伝達機構並びにそれらの障害の解明   

1．2010年までに、労働者及び労働災害の実態調査や労働安全子  

生に係る技術の検討により、新たな知見である、職場におけ′  

研究開発目標  
労働災害を防止・減少するために必要な技術を明らかにする  

2．2010年までに、労働者の実態調査や地域保健との連携のあ1  

かたの検討により、労働者の職場におけるメンタルヘルス不言  

の予防・減少を図るための有効な手段を見いだす。   

1．2015年頃までに、事業場における安全衛生水準を向上し、≡  

成果目標  
全と健康が確保された労働環境を形成する。  

2．2020年頃までに、職場のメンタルヘルス不調の予防・減少ラ  

図ることにより、事業場における安全衛生水準を向上させる   

垂唾重点科学技術の  
該当部分   

「研究開発内容」のうち、  

本事業との整合部分   

推進方策  

（2）イノベーション25（社会還元加速プロジ工クト）との関係（該当部分）＝該当なし   

（3）草薮堕珪螢艶堕との関係（該当部分）：該当なし   

（4）製字技術外交との関係（該当部分）：該当なし  

（5）事業の内容（新規・一部新規  

労働安全衛生総合研究事業は、職場における労働者の安全と健康の確保、  快適な職場環境  

の形成等を図ることを目的として調査研究を実施している。   

平成20年度から平成24年度は、国が定めた第11次労働災害防止計画の計画期間であり、  

同計画において、メンタルヘルスケアに取り組んでいる事業場の割合を増加させること、作  

業環境管理の徹底等により職業性疾病を減少させることなどを重点対策とし、石綿に関して  

は診断技術の向上などによる離職後の健康管理対策の推進、事業場における新型インフルエ  

の発生に備えた危機管理体制の構築、高年齢者労働者  対策として身体的特性等につい  
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調 査研究の推進  就業形態の多様化等に対する対策などが示されている。   ての  

このような対策を推進するためには、調査研究により最新の科学的知見を得て、その結果  

を基に計画的に対策を推進することが必要である。   

このため、平成21年度は、新たに以下の研究を実施する。   

○ メンタルヘルス不調の1次予防の浸透手法に関する調査研究及びメンタルヘルス不  
調者の職場復帰を推進するための調査研究   

○ 作業環境測定結果の評価に基づく労働衛生工学的対策等に関する研究   

○ 中皮腫の診断精度の向上のための研究   

○ 職場における新型インフル工ンザ対策の定着促進に係る研究   

○ 高齢者等の心身の特性と労働災害リスクに関する研究及び心身状態の特性に応じた  

職場における健康管理に関する研究  

踏まえた労働災害リスク及びその低減  派遣労働者の特性等を   こ関する研究  

（6）平成21年度における主たる変更点：特になし   

（7）他府省及び厚生労働省内での関連事業との役割分担  

連  
、  

労働災害防止や職業性疾病予防に関する関  

（8）予算額（単位：百万円）  

H17  

（9）19年度に終了した研究課題で得られた成果   

平成19年度終了課題においては、労働安全衛生法における定期健康 診 断の胸部エックス  

線検査について若年層の実施基準に関する新たな知見を得たほか、石綿について現場で短時  

間に測定が可能なサンプリング装置及び繊維状粒子の計数法の開発、プレスブレーキ等の災  

害防止条件と安全システムの明確化などを行い、これらは行政が労働安全衛生施策を推進す  

Lるための具体的なデータを提供したという点で重要な成果をあげた0  

2．評価結果  

（1）研究事業の必要性   

新たな技術の開発、新たな物質の出現、労働災害防止技術の進歩、労働環境の変化など、  

労働者の安全と健康を取り巻く状況は刻々と変化しており、労働者の命と健康を守るために  

はその変化に対応し、常に最新の科学的知見に基づいて必要な規制や予防のための取組を続  

けていかなければならない。   

最新の科学的知見を得るためには、本研究事業において国の重要政策に関わる調査研究を  

継続的に行うことが必要不可欠であり、これによって得られた知見が政策に反映されること  

により、労働者の安全と健康の確保を図ることが可能となることから、本研究事業の必要性  

は極めて高い。  

（2）研究事業の効率性   

本研究事業については、事前評価、中間評価及び事後評価を実施し、計画性があり政策目  
的に合致した課題の選定、評価を行っており、事業の効率性を確保している。   
また、労働安全衛生においては依然として非常に多くの政策課題があるものの、限られた  

予算の中で最大限の効果を得る必要があることから、特に優先的に対応すべき重点課題を定  

め、課題の採択、研究費の配分においても、重点課題に直結した成果を出せる研究となるよ  
う必要額を精査しており、効率性は高い。  
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